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株式会社日興テキスタイルへの出資を決定 
 
 株式会社産業革新機構（以下「INCJ」）（東京都千代田区、代表取締役社長 能

見公一）は、株式会社アイ・エス・テイ（以下「I.S.T」）（滋賀県大津市一里山、

代表取締役社長 阪根勇）が 100％子会社として所有する株式会社日興テキスタ

イルの繊維事業を引き継ぎ、新設分割し設立する新会社、株式会社日興テキス

タイル（旧名と同じ。高付加価値型天然繊維の製造、販売及び研究開発を行う）

による第三者割当増資を引き受け、同社の今後の事業展開推進に必要な成長資

金として総額 30 億円を上限とする出資を行うことを決定しました。 

株式会社日興テキスタイルは、I.S.T が 2003 年に 120 年の歴史を持つ毛紡績

企業である日興毛織の繊維事業を承継し、「革新的な新しい日本の繊維生産業の

創出」を目的に設立されました。同社は、従来不可能とされていた、天然素材

でありながら軽量、保温、はっ水、防臭、発熱などの機能を持つ高付加価値の

天然繊維を、日興毛織時代から培われてきた日本の伝統的な繊維製造匠の技術

と、親会社である I.S.T の先進的な開発力と化学技術、独創的な製造技術等の組

み合わせによって開発し、製造・販売を行っております。同社の新素材は、既

に国内外のアパレル企業各社に採用され始めており、数多くの消費者にご利用

頂いております。同社は、今後、新会社として営業体制並びに生産体制を抜本

的に強化し、同社のユニークな衣料向け新素材開発技術を活用した設備等への

投資を推進することにより、グローバルなアパレル市場において成長を図り、

天然繊維の付加価値型紡績業におけるリーディングプレイヤーとなることを目

指します。 

グローバルなアパレル産業の市場規模は 110 兆円と巨大であり、新興国にお

ける需要増を背景に堅調に成長しております。アパレル市場の成長に伴い、同

社が開発、製造及び販売をしている天然繊維素材市場も堅調に成長することが

期待されております。特に、付加価値の高い天然繊維素材により差別化された

商品による訴求力が最終消費者並びにアパレル企業にて高まっており、これま

でイノベーションが少なかった天然繊維領域における付加価値繊維素材の成長

余地は大いに広がっています。 

本案件は、海外勢との価格競争に直面し、大変厳しい経営環境が継続してい



る国内繊維産業において、グローバル市場での競争力強化を図り、新たな成長

シナリオを実現しうる成功事例の創出を目指すものです。更に成功事例の創出

により、他の国内繊維製造関連企業並びに国内主要繊維産地等との積極的な協

働を図り、高い技術・経営リソースを結集することで、国内繊維関連産業全体

の再生・強化に繋げることを目指します。本出資により投下される成長資金は、

各種の設備投資及びグローバル市場での事業展開を加速するための経営基盤の

強化のための資金として活用される予定です。本投資実行後 INCJ は、社外役員

の派遣、開発協力体制の構築、戦略的提携先の開拓支援等の経営面での各種サ

ポートを行ってまいります。 

株式会社日興テキスタイルについて 
設立  2013 年 4 月（予定） 
事業内容 高付加価値型天然繊維の製造、販売及び研究開発 
本社所在地 岐阜県羽島市正木町 
株主構成 I.S.T100%（INCJ 出資前） 

INCJ40% I.S.T60%（INCJ 出資後） 
 
 
株式会社産業革新機構（INCJ）について 
INCJ は、2009 年 7 月にオープンイノベーションの推進を通じた次世代産業の

育成を目指して、法律に基づき設立された会社です。総額約 2 兆円の投資能力

を有しており、革新性を有する事業に対し出資等を行うことで産業革新を支援

することをミッションとしています。 
INCJ は、投資・技術・経営等で多様な経験をもつ民間人材によって運営されて

おり、法令に基づき、当社内に設置している産業革新委員会にて、政府の定め

る支援基準に従って投資の可否の判断を行い、日本の産業革新に資する投資を

実施いたします。           
INCJ では、これまでに合計 35 件・総額約 6,000 億円の投資決定を発表しまし

た。当面、環境エネルギーにも関連するエレクトロニクスや IT の分野、バイオ・

ライフサイエンス分野、水ビジネス等インフラ関連分野などにおいて、知財フ

ァンドによる先端的な基礎技術の事業展開、ベンチャー企業等の事業拡大、技

術等を核とした事業の再編・統合、海外企業の買収等による積極的な海外展開

などに対してハンズオン投資を行ってまいります。 
 



 
 
 
 
 

 （本発表資料のお問い合わせ先） 
  （株）産業革新機構 企画調整室 小林・市原・望月・松島 
   東京都千代田区丸の内１－４－１ 

丸の内永楽ビルディング２１階 
   電 話：０３－５２１８－７２００（大代表） 


	PressRelease Feather_final.docx

